
○
総
務
省
令
第
八
十
三
号

地
方
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成
二
十
一
年
法
律
第
九
号
）
の
施
行
に
伴
い
、
並
び
に
地
方
税
法
（
昭
和
二
十

五
年
法
律
第
二
百
二
十
六
号
）
及
び
地
方
税
法
施
行
令
（
昭
和
二
十
五
年
政
令
第
二
百
四
十
五
号
）
の
規
定
に
基
づ
き
、
地
方

税
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

平
成
二
十
一
年
八
月
二
十
四
日

総
務
大
臣

佐
藤

勉

地
方
税
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

地
方
税
法
施
行
規
則
（
昭
和
二
十
九
年
総
理
府
令
第
二
十
三
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
三
条
の
二
の
二
第
一
項
中
「
令
第
九
条
の
八
の
六
第
二
号
」
を
「
政
令
第
九
条
の
八
の
六
第
二
号
」
に
改
め
る
。

第
四
条
の
三
の
二
第
一
項
中
「
令
第
二
十
四
条
の
二
の
五
第
二
号
」
を
「
政
令
第
二
十
四
条
の
二
の
五
第
二
号
」
に
改
め
る
。

第
十
条
の
二
の
五
中
「
令
第
四
十
八
条
の
十
四
の
五
第
二
号
」
を
「
政
令
第
四
十
八
条
の
十
四
の
五
第
二
号
」
に
改
め
る
。

附
則
第
三
条
第
一
項
第
一
号
中
「
第
五
十
条
第
一
項
第
一
号
」
を
「
第
二
十
七
条
第
一
項
第
一
号
」
に
改
め
、
同
項
第
二
号

中
「
第
五
十
条
第
一
項
第
二
号
」
を
「
第
二
十
七
条
第
一
項
第
二
号
」
に
改
め
、
同
条
第
三
項
中
「
第
五
十
二
条
」
を
「
第
二



十
九
条
」
に
改
め
る
。

附
則
第
十
八
条
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

（
道
府
県
民
税
配
当
割
納
入
申
告
書
等
の
特
例
）

第
十
八
条

法
附
則
第
三
十
五
条
の
二
の
五
第
二
項
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
場
合
に
お
け
る
第
三
条
の
十
第
一
項
及
び
第
二
項

の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
次
の
表
の
上
欄
に
掲
げ
る
規
定
中
同
表
の
中
欄
に
掲
げ
る
字
句
は
、
そ
れ
ぞ
れ
同
表
の
下
欄

に
掲
げ
る
字
句
に
読
み
替
え
る
も
の
と
す
る
。

第
三
条
の
十
第
一
項

第
十
二
号
の
七
様
式

第
十
二
号
の
十
三
様
式

第
十
二
号
の
八
様
式

第
十
二
号
の
十
四
様
式

第
三
条
の
十
第
二
項

第
十
二
号
の
九
様
式

第
十
二
号
の
十
五
様
式

第
三
号
様
式
別
表
の
裏
面
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。





第
五
号
の
四
様
式
別
表
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。





第
十
二
号
の
十
二
様
式
の
次
に
次
の
三
様
式
を
加
え
る
。











第
十
七
号
様
式
別
表
中

「

摘
要

（
）

を
」

「

摘
要

住
宅
借
入
金
等
特
別
控
除
可
能
額

円
（

）

居
住
開
始
年
月
日

に
改
め
、
同
表
記
載
要
領

を

と

11

12

」

し
、
６
か
ら

を
７
か
ら

ま
で
と
し
、
５
の
次
に
次
の
よ
う
に
加
え
る
。

10

11

６
租
税
特
別
措
置
法
第

条
の
２
の
２
第
１
項
の
規
定

以
下
６
に
お
い
て

特
例
規
定

と
い
う

の
適
用
が
あ

41
（

「
」

。
）

る
場
合
に
は

摘
要

欄
に
は
次
に
よ
り
記
載
し
て
く
だ
さ
い

、
「

」
。

イ
租
税
特
別
措
置
法
第

条
の
２
の
２
第
１
項
に
規
定
す
る
当
該
申
告
書
に
記
載
さ
れ
た
金
額

以
下

イ
に

（
）

41
（

（
）



お
い
て

住
宅
借
入
金
等
特
別
控
除
可
能
額

と
い
う

が
そ
の
年
分
の
所
得
税
法
第

条
第
２
号
に
掲
げ
る

「
」

。
）

、
190

税
額
を
超
え
る
場
合
に
は

住
宅
借
入
金
等
特
別
控
除
可
能
額
を
記
載
し
て
く
だ
さ
い

、
。

ロ
給
与
等
の
支
払
を
受
け
る
者
が
特
例
規
定
の
適
用
を
受
け
た
者
で
あ
る
場
合

ハ
に
規
定
す
る
場
合
に
該
当

（
）

（
（

）

す
る
場
合
を
除
く

に
は

特
例
規
定
の
適
用
に
係
る
家
屋
を
居
住
の
用
に
供
し
た
年
月
日

当
該
年
月
日
が
阪

。
）

、
（

神
・
淡
路
大
震
災
の
被
災
者
等
に
係
る
国
税
関
係
法
律
の
臨
時
特
例
に
関
す
る
法
律
第

条
第
１
項
の
規
定
に
よ
る

16

租
税
特
別
措
置
法
第

条
の
規
定
の
適
用
に
係
る
家
屋
を
居
住
の
用
に
供
し
た
年
月
日
で
あ
る
と
き
は

そ
の
適
用

41
、

を
受
け
た
旨
及
び
当
該
年
月
日

を
記
載
し
て
く
だ
さ
い

）
。

ハ
給
与
等
の
支
払
を
受
け
る
者
が
二
以
上
の
居
住
年

租
税
特
別
措
置
法
第

条
第
１
項

第
３
項
若
し
く
は
第
５

（
）

（
41

、

項
又
は
同
法
第

条
の
３
の
２
第
１
項
若
し
く
は
第
４
項
に
規
定
す
る
居
住
年
を
そ
れ
ぞ
れ
一
の
年
と
す
る
場
合
に

41

お
け
る
こ
れ
ら
の
居
住
年
を
い
う

以
下

（ハ
）に

お
い
て
同
じ

に
係
る
住
宅
の
取
得
等

同
法
第

条
第
１

。
。
）

（
41

項
に
規
定
す
る
住
宅
の
取
得
等

同
条
第
５
項
に
規
定
す
る
認
定
長
期
優
良
住
宅
の
新
築
等
又
は
同
法
第

条
の
３

、
41

の
２
第
１
項
若
し
く
は
第
４
項
に
規
定
す
る
住
宅
の
増
改
築
等
を
い
う

以
下

（ハ

）に
お
い
て
同
じ

に
係
る

。
。
）

住
宅
借
入
金
等
の
金
額

同
法
第

条
第
１
項
に
規
定
す
る
住
宅
借
入
金
等
の
金
額

同
条
第
３
項
に
規
定
す
る
特

（
41

、



例
住
宅
借
入
金
等
の
金
額

同
条
第
５
項
に
規
定
す
る
認
定
長
期
優
良
住
宅
借
入
金
等
の
金
額
又
は
同
法
第

条
の

、
41

３
の
２
第
１
項
若
し
く
は
第
４
項
に
規
定
す
る
増
改
築
等
住
宅
借
入
金
等
の
金
額
を
い
う

以
下

（ハ

）に
お
い
て

。

同
じ

に
つ
い
て
特
例
規
定
の
適
用
を
受
け
た
者
で
あ
る
場
合
に
は

当
該
住
宅
借
入
金
等
の
金
額
に
つ
き
異
な

。
）

、

る
居
住
年
ご
と
に
区
分
し

当
該
区
分
を
し
た
居
住
年
ご
と
の
特
例
規
定
の
適
用
を
受
け
た
旨

同
法
第

条
の
３

、
（

41

の
２
第
１
項
又
は
第
４
項
の
規
定
に
よ
り
特
例
規
定
の
適
用
を
受
け
た
場
合
に
は

そ
の
旨

特
例
規
定
の
適
用

、
）
、

に
係
る
家
屋
を
居
住
の
用
に
供
し
た
年
月
日
及
び
当
該
住
宅
借
入
金
等
の
金
額
の
合
計
額
を
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

ニ
給
与
等
の
支
払
を
受
け
る
者
が
租
税
特
別
措
置
法
第

条
の
３
の
２
第
１
項
又
は
第
４
項
の
規
定
に
よ
り
特
例
規

（
）

41

定
の
適
用
を
受
け
た
者
で
あ
る
場
合

ハ
に
規
定
す
る
場
合
に
該
当
す
る
場
合
を
除
く

に
は

そ
の
旨
を

（
（

）
。
）

、

記
載
し
て
く
だ
さ
い

。

附

則

（
施
行
期
日
）

第
一
条

こ
の
省
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。
た
だ
し
、
附
則
第
十
八
条
の
改
正
規
定
は
、
平
成
二
十
二
年
一
月
一
日

か
ら
施
行
す
る
。



（
事
業
税
に
関
す
る
経
過
措
置
）

第
二
条

改
正
後
の
地
方
税
法
施
行
規
則
（
以
下
「
新
規
則
」
と
い
う
。
）
の
規
定
中
法
人
の
事
業
税
に
関
す
る
部
分
は
、
平

成
二
十
一
年
四
月
一
日
以
後
に
開
始
す
る
事
業
年
度
に
係
る
法
人
の
事
業
税
に
つ
い
て
適
用
し
、
同
日
前
に
開
始
し
た
事
業

年
度
に
係
る
法
人
の
事
業
税
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

（
道
府
県
民
税
及
び
市
町
村
民
税
に
関
す
る
経
過
措
置
）

第
三
条

新
規
則
の
規
定
中
個
人
の
道
府
県
民
税
及
び
市
町
村
民
税
に
関
す
る
部
分
は
、
平
成
二
十
二
年
度
以
後
の
年
度
分
の

個
人
の
道
府
県
民
税
及
び
市
町
村
民
税
に
つ
い
て
適
用
し
、
平
成
二
十
一
年
度
分
ま
で
の
個
人
の
道
府
県
民
税
及
び
市
町
村

民
税
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。


